
１　重要な会計方針

  ⑴  有価証券の評価基準及び評価方法

　　　 満期保有目的債券・・・償却原価法

　　　 その他有価証券・・・決算時の市場価格等に基づく時価法

  ⑵  棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　 　棚卸資産の評価については、先入先出法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）による。

  ⑶  固定資産の減価償却の方法

　　 ア　有形固定資産・・・定率法

　　　　　ただし、平成22年10月1日の合併により受け入れた資産及び平成28年4月1日以降に取得した建物付属設備

　　　　　については定額法による。

　　 イ　ソフトウェア・・・定額法

  ⑷  引当金の計上基準

　　 ア　賞与引当金

　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当期に負担すべき賞与見積額を計上している。

　　 イ　退職給付引当金

　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づいて計上している。

　⑸  消費税等の会計処理について

　　　 消費税等の会計処理は、税込方式による。

２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

マラソン財団積立資産 0 3,197,000 613,521 2,583,479

計 392,863,646 21,844,978 26,057,040 388,651,584

合計 1,432,863,646 22,429,703 26,641,765 1,428,651,584

システム整備積立資産 26,741,482 0 0 26,741,482

庁舎移転費用積立資産 40,761,702 0 0 40,761,702

退職給付引当資産 75,544,000 7,192,000 0 82,736,000

事業運営対策積立資産 249,816,462 11,455,978 25,443,519 235,828,921

計 1,040,000,000 584,725 584,725 1,040,000,000

特定資産

定期預金 4,247,741 226,562 358,163 4,116,140

投資有価証券 1,035,752,259 358,163 226,562 1,035,883,860

財務諸表に対する注記

（単位：円）

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産



３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

４　固定資産等の取得価額、増減額、減価償却累計額及びその残高

５　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

国債（第62回）

国債（第138回）

国債（第138回）特定口

国債（第143回）

国債（第139回）

国債（第156回）

国債（第167回）

合計 1,035,883,860 1,073,007,800 37,123,940

249,849,172 242,213,250 △ 7,635,922

188,338,224 176,021,950 △ 12,316,274

198,847,289 222,562,600 23,715,311

99,301,787 111,270,000 11,968,213

160,655,114 177,695,700 17,040,586

38,916,453 43,044,300 4,127,847

基本財産

99,975,821 100,200,000 224,179

・環境整備等に伴う建物付属設備及び什器備品の増
・オンライン講習システム構築等による増

（単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

16,432,281

合計 192,887,668 7,239,760 0 200,127,428 156,546,751 43,580,677

ソフトウェア 126,647,430 5,826,700 0 132,474,130 116,041,849

14,862,037

什器備品 38,680,677 1,113,750 0 39,794,427 27,508,068 12,286,359

建物付属設備 27,559,561 299,310 0 27,858,871 12,996,834

（単位：円）

科目
取　　得　　価　　額

減価償却累計額 帳簿価額
期首残高 当期増加 当期減少 期末残高

計 388,651,584 (2,583,479) (303,332,105) (82,736,000)

合計 1,428,651,584 (491,583,479) (854,332,105) (82,736,000)

庁舎移転費用積立資産 40,761,702 - (40,761,702) -

マラソン財団積立資産 2,583,479 (2,583,479) - -

事業運営対策積立資産 235,828,921 - (235,828,921) -

システム整備積立資産 26,741,482 - (26,741,482) -

特定資産

退職給付引当資産 82,736,000 - - (82,736,000)

投資有価証券 1,035,883,860 (487,026,653) (548,857,207) -

計 1,040,000,000 (489,000,000) (551,000,000) -

基本財産

定期預金 4,116,140 (1,973,347) (2,142,793) -

（単位：円）

科目 当期末残高
（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応す
る額）



６　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

７　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

８ 引当金の増減額及びその残高 （単位：円）

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高

合計 131,338,775 61,739,880 55,794,775 0 137,283,880

54,547,880

退職給付引当金 75,544,000 7,192,000 0 0 82,736,000

賞与引当金 55,794,775 54,547,880 55,794,775 0

（単位：円）

内容 金額

経常収益への振替額

基本財産受取利息の振替額 5,493,551

目的 その他

マラソン財団積立資産取崩 613,521

合計 6,107,072

合計 0 603,710 603,710 0

　東京労働局 0 253,710 253,710 0

　（一財）日本消防設備
　　　　　　　　　安全センター

0 250,000 250,000 0

　（一財）全国危険物安全協会 0 100,000 100,000 0

貸借対照表上
の記載区分

助成金

（単位：円）

補助金等の名称・交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高



９ 関連当事者との取引の内容

関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

⑵  上記金額は年間契約額の実費相当分のみを収益としている。

⑶　期末残高は精算額である。

合計 1,510,882,221 3,654,979

⑴　上記取引はすべて年間継続契約である。

応急手当講習普及
　　　　　　　　　　　業務委託

686,882,057 救命講習事業収益 30,543

消防防災資料センター
　　　　　　　　　　　業務委託

120,369,207
消防博物館運営
　　　　　　　　　　事業収益

2,911,093

196,563,722
防火・防災管理講習
　　　　　　　　　　事業収益

353,878

危険物取扱者保安講習
及び消防設備士講習
　　　　　　　　　　　業務委託

66,251,668 消防講習事業収益 263,132

都民防災教育センター
　　　　　　　　　　　業務委託

440,815,567 防災館運営事業収益 96,333
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防火・防災管理講習
　　　　　　　　　　　業務委託

（単位：円）
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１　重要な固定資産の明細
財務諸表に対する注記　２「基本財産及び特定資産の増減額及びその残高」に記載している。

２　引当金の明細
財務諸表に対する注記　８「引当金の増減額及びその残高」に記載している。

附属明細書


